
別 紙

導入促進基本計画

１ 先端設備等の導入の促進の目標

（１）地域の人口構造，産業構造及び中小企業者の実態等

① 人口構造等

本市は，平成１８年３月３１日に古川市，松山町，三本木町，鹿島台町，岩出山町，

鳴子町及び田尻町の１市６町が合併して誕生した。本市は，県都仙台市から北方約４

０km に位置し，市の南北方向には，東北新幹線，東北本線，東北縦貫自動車道，国道

４号が縦断しており，東西方向には，陸羽東線，国道４７号，国道１０８号が横断し

ている。

本市の人口は２０２０年（Ｒ２）の国勢調査で１２７，３３０人であり，人口構造

の割合は，年少人口（０～１４歳）が１１．９％，生産年齢人口（１５～６４歳）が

５７．５％，高齢者人口（６５歳以上）が３０．６％となっている。

就業人口は，１９９５年（Ｈ７）の７１,４８７人をピークに直近の２０２０年（Ｒ

２）では６３，５６４人まで減少している。

生産年齢人口は１９９５年（Ｈ７）の８９,６６４人をピークに減少基調を辿って

おり，推計値（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５

年１２月推計）」）ながら２０５０年には４１，８９５人で本市の総人口８７，３４０

人に対して４７．９％と予測されている。

② 産業構造等

平野が広がる地勢から稲作中心の農業を基幹とし，物流の利点を生かした工業，鉄

道駅を中心とした市街地と幹線道路沿い等の商業，温泉資源を活用した観光業を産業

基盤として発展してきた。

古くから農業中心に発展してきたが，昭和３０年代後半に大手電子部品企業の基幹

工場進出を背景に，その関連企業が高度経済成長の波とともに地域経済を牽引してい

た。

近年，新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い，事業の縮小や取引の減少等が生じ，

地域経済に大きな影響を及ぼしてきた。しかしながら，令和５年５月に同感染症が５

類感染症へ移行されたことにより，経済活動は徐々に回復基調を示している。

一方で，急速な円安の進行や国際情勢の不安定化の影響を受け，物価高騰が顕著と

なっており，これまで長年にわたり形成されてきた地域の産業基盤が再び弱体化する

おそれが生じている。

これまで，事業継続・雇用維持に係る補助事業やエネルギー高騰に係る補助事業等

を講じてきたが，市内の中小企業の安定した操業にはまだ不充分と言える。引き続き

市内の中小企業の持続的な操業には人手不足等に対応した強固な事業基盤の構築が

必要であり，そのためには生産性を抜本的に向上させることが極めて重要である。



（２）目標

中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し，

中小企業者の先端設備等の導入を促すことで，県内で最も設備投資が活発な自治体を

目指し，大崎地域の中核市として更に経済発展していくことを目指す。

これを実現するための目標として，計画期間中に１５件程度の先端設備等導入計画

の認定を目標とする。

（３）労働生産性に関する目標

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す

る基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標とする。

２ 先端設備等の種類

本市の産業は，農林水産業，製造業，サービス業と多岐に渡り，多様な業種が本市

内の経済，雇用を支えているため，これらの産業で広く事業者の生産性向上を実現す

る必要がある。したがって，多様な産業の設備投資を支援する観点から，本計画にお

いて対象とする設備は，中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設

備等全てとする。

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項

（１）対象地域

本市の産業は，市街地，農村地域，山間部と広域に立地している。これらの地域で

広く事業者の生産性向上を実現する観点から，本計画の対象区域は本市全域とする。

（２）対象業種・事業

本市の産業は，農林水産業，製造業，サービス業と多岐に渡り，多様な業種が本市

の経済，雇用を支えているため，これらの産業で広く事業者の生産性向上を実現する

必要がある。したがって，本計画において対象とする業種は，全業種とする。

生産性向上に向けた事業者の取組は，新商品の開発，自動化の推進，IT 導入によ

る業務効率化，省エネの推進，市町村の枠を超えた海外市場等を見据えた連携等，多

様である。したがって本計画においては，労働生産性が年率３％以上に資すると見込

まれる事業であれば，幅広い事業を対象とする。

４ 計画期間

（１）導入促進基本計画の計画期間

令和７年６月１５日～令和９年６月１４日の２年間

（２）先端設備等導入計画の計画期間

３年間，４年間，５年間とする。



５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項

・人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等，雇用の

安定に配慮する。

・公序良俗に反する取組や，反社会的勢力との関係が認められるものについては先端

設備等導入計画の認定の対象としない等，健全な地域経済の発展に配慮する。

・市町村税を滞納している者については，先端設備等導入計画の対象としない等，納

税の円滑化及び公平性に配慮する。

（備考）

用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。


